
1

紀の川市低所
得世帯生活支
援臨時給付金
給付事業

社会福祉課 3-1-13

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５年度分の住民税非課税世帯

R6.1 R7.3 527,273,000 実施計画No.1，7

2

低所得者支
援・定額減税
補足給付金事
業

社会福祉課 3-1-14

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯、R５年度分
の住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯のこど
も、R6年度に新たに住民税非課税となる世帯及びR6年
度新たに住民税均等割のみ課税となる世帯、定額減税し
きれないと見込まれる市民

R6.1 R7.3 796,109,000 
実施計画No.2，3，
4，5

7
水道事業会計
繰出

上下水道経営課 4-1-7

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受け
ている市民生活や経済活動を支援するため、水道料金
のうち基本料金を3か月間免除する。
②紀の川市水道事業会計に繰り出し、水道料金（基本料
金）の減免に要する経費を交付対象経費とする。
③全給水世帯(ただし、公共施設を含まない)

R5.12 R7.3 96,891,000 実施計画No.11

8
デジタル商品
券事業

商工労働課 7-1-2

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受け
ている市民生活の支援や利便性向上、地域経済の活性
化のため、プレミアム率３０％のデジタル商品券を発行す
る。
②消耗品費、役務費、委託料、負担金、補助及び交付金
③市民、市内事業者

R5.12 R7.3 58,911,000 実施計画No.12

9
学級費補助事
業

教育総務課
10-2-2
10-3-2

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受け
ている市立小中学校に通う児童・生徒の保護者の経済的
負担を軽減するため、各小中学校に対し、児童１人につ
き5千円を学級費として補助する。
②負担金、補助及び交付金
③市立小中学校（児童・生徒の保護者）

R5.12 R7.3 20,200,000 実施計画No.13

合計 1,499,384,000       
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